
規 則

�愛媛県規則第２９号
児童福祉法施行細則及び障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律施行細則の一部を改正する規則を次のように定め

る。

平成３０年４月１０日

愛媛県知事 中 村 時 広

児童福祉法施行細則及び障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律施行細則の一部を改正する規則

（児童福祉法施行細則の一部改正）

第１条 児童福祉法施行細則（昭和３５年愛媛県規則第２９号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。
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（委任）

第１条 省略

２ 法第３２条第２項及び地方自治法第１５３条第２項の規定により、

次に掲げる知事の権限は、地方局長に委任する。

�・�の２ 省略

�の３ 法第２１条の５の１５第３項第１０号（法第２１条の５の２０第２

項及び第２４条の９第３項（法第２４条の１３第２項において準用す

る場合を含む。）において準用する場合を含む。）の規定によ

る指定障害児通所支援事業者又は指定障害児入所施設の設置者

に対する聴聞決定予定日の通知に関すること。

�の４ 省略

�の４の２ 法第２１条の５の２０第１項の規定による指定障害児通

所支援事業者の指定の変更に関すること。

�の５ 法第２１条の５の２０第３項及び第４項の規定による指定障

害児通所支援事業者の指定に係る事項の変更又は事業の再開、

廃止若しくは休止の届出の受理に関すること。

�の６ 法第２１条の５の２１第１項（法第２４条の１４の２において準

用する場合を含む。）の規定による便宜の提供に係る連絡調整

（委任）

第１条 省略

２ 法第３２条第２項及び地方自治法第１５３条第２項の規定により、

次に掲げる知事の権限は、地方局長に委任する。

�・�の２ 省略

�の３ 法第２１条の５の１５第２項第１０号（法第２４条の９第２項

において準用する場合を含む。）の規定によ

る指定障害児通所支援事業者又は指定障害児入所施設の設置者

に対する聴聞決定予定日の通知に関すること。

�の４ 省略

�の５ 法第２１条の５の１９ の規定による指定障

害児通所支援事業者の指定に係る事項の変更又は事業の再開、

廃止若しくは休止の届出の受理に関すること。

�の６ 法第２１条の５の２０第１項（法第２４条の１４の２において準

用する場合を含む。）の規定による便宜の提供に係る連絡調整
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及び助言その他の援助に関すること（２以上の地方局の所管区

域にわたるものに関するものを除く。）。

�の７ 法第２１条の５の２２第１項（同条第２項において準用する

場合を含む。）の規定による指定障害児通所支援事業者等に対

する報告の徴収及び立入検査に関すること。

�の８ 法第２１条の５の２２第３項において準用する法第１９条の１６

第２項の規定による当該職員の身分を示す証明書の交付に関す

ること。

�の９ 法第２１条の５の２３第１項の規定による指定障害児事業者

等に対する勧告に関すること。

�の１０ 法第２１条の５の２３第２項の規定による同条第１項の勧告

に従わない旨の公表に関すること。

�の１１ 法第２１条の５の２３第３項の規定による指定障害児事業者

等に対する措置命令に関すること（同条第４項の規定による公

示を除く。）

�の１２ 法第２１条の５の２３第５項の規定による指定障害児事業者

等に係る勧告を行う場合に該当する旨の市町からの通知の受理

に関すること。

�の１３ 法第２１条の５の２４第１項の規定による指定障害児通所支

援事業者の指定の取消し等に関すること。

�の１４ 法第２１条の５の２４第２項の規定による指定障害児通所支

援事業者に係る取消し等の事由に該当する旨の市町からの通知

の受理に関すること。

�の１５ 法第２１条の５の２６第２項第１号（法第２４条の１９の２にお

いて準用する場合を含む。）及び第２４条の３８第２項第１号の規

定による業務管理体制の整備に関する事項の届出の受理に関す

ること。

�の１６ 法第２１条の５の２６第３項（法第２４条の１９の２において準

用する場合を含む。）及び第２４条の３８第３項の規定による業務

管理体制の整備に関する事項の変更の届出の受理に関するこ

と。

�の１７ 法第２１条の５の２６第４項（法第２４条の１９の２において準

用する場合を含む。）及び第２４条の３８第４項の規定による区分

の変更の届出の受理に関すること。

�の１８ 法第２１条の５の２７第１項（法第２４条の１９の２において準

用する場合を含む。）及び第２４条の３９第１項の規定による指定

障害児通所支援事業者、指定障害児入所施設の設置者及び指定

障害児相談支援事業者に対する報告の徴収及び立入検査に関す

ること（２以上の社会福祉施設を設置する社会福祉法人（知事

が所轄庁である者に限る。）に係るものを除く。）

�の１９ 法第２１条の５の２７第５項（法第２４条の１９の２において準

用する場合を含む。）及び第２４条の３９第５項において準用する

法第１９条の１６第２項の規定による当該職員の身分を示す証明書

の交付に関すること。

�の２０ 法第２１条の５の２８第１項（法第２４条の１９の２において準

用する場合を含む。）及び第２４条の４０第１項の規定による指定

障害児通所支援事業者、指定障害児入所施設の設置者及び指定

障害児相談支援事業者に対する勧告に関すること（２以上の社

会福祉施設を設置する社会福祉法人（知事が所轄庁である者に

限る。）に係るものを除く。）。

�の２１ 法第２１条の５の２８第２項（法第２４条の１９の２において準

用する場合を含む。）及び第２４条の４０第２項の規定による勧告

に従わない旨の公表に関すること（２以上の社会福祉施設を設

及び助言その他の援助に関すること（２以上の地方局の所管区

域にわたるものに関するものを除く。）。

�の７ 法第２１条の５の２１第１項（同条第２項において準用する

場合を含む。）の規定による指定障害児通所支援事業者等に対

する報告の徴収及び立入検査に関すること。

�の８ 法第２１条の５の２１第３項において準用する法第１９条の１６

第２項の規定による当該職員の身分を示す証明書の交付に関す

ること。

�の９ 法第２１条の５の２２第１項の規定による指定障害児事業者

等に対する勧告に関すること。

�の１０ 法第２１条の５の２２第２項の規定による同条第１項の勧告

に従わない旨の公表に関すること。

�の１１ 法第２１条の５の２２第３項の規定による指定障害児事業者

等に対する措置命令に関すること（同条第４項の規定による公

示を除く。）

�の１２ 法第２１条の５の２２第５項の規定による指定障害児事業者

等に係る勧告を行う場合に該当する旨の市町からの通知の受理

に関すること。

�の１３ 法第２１条の５の２３第１項の規定による指定障害児通所支

援事業者の指定の取消し等に関すること。

�の１４ 法第２１条の５の２３第２項の規定による指定障害児通所支

援事業者に係る取消し等の事由に該当する旨の市町からの通知

の受理に関すること。

�の１５ 法第２１条の５の２５第２項第１号（法第２４条の１９の２にお

いて準用する場合を含む。）及び第２４条の３８第２項第１号の規

定による業務管理体制の整備に関する事項の届出の受理に関す

ること。

�の１６ 法第２１条の５の２５第３項（法第２４条の１９の２において準

用する場合を含む。）及び第２４条の３８第３項の規定による業務

管理体制の整備に関する事項の変更の届出の受理に関するこ

と。

�の１７ 法第２１条の５の２５第４項（法第２４条の１９の２において準

用する場合を含む。）及び第２４条の３８第４項の規定による区分

の変更の届出の受理に関すること。

�の１８ 法第２１条の５の２６第１項（法第２４条の１９の２において準

用する場合を含む。）及び第２４条の３９第１項の規定による指定

障害児通所支援事業者、指定障害児入所施設の設置者及び指定

障害児相談支援事業者に対する報告の徴収及び立入検査に関す

ること（２以上の社会福祉施設を設置する社会福祉法人（知事

が所轄庁である者に限る。）に係るものを除く。）

�の１９ 法第２１条の５の２６第５項（法第２４条の１９の２において準

用する場合を含む。）及び第２４条の３９第５項において準用する

法第１９条の１６第２項の規定による当該職員の身分を示す証明書

の交付に関すること。

�の２０ 法第２１条の５の２７第１項（法第２４条の１９の２において準

用する場合を含む。）及び第２４条の４０第１項の規定による指定

障害児通所支援事業者、指定障害児入所施設の設置者及び指定

障害児相談支援事業者に対する勧告に関すること（２以上の社

会福祉施設を設置する社会福祉法人（知事が所轄庁である者に

限る。）に係るものを除く。）。

�の２１ 法第２１条の５の２７第２項（法第２４条の１９の２において準

用する場合を含む。）及び第２４条の４０第２項の規定による勧告

に従わない旨の公表に関すること（２以上の社会福祉施設を設
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置する社会福祉法人（知事が所轄庁である者に限る。）に係る

ものを除く。）。

�の２２ 法第２１条の５の２８第３項（法第２４条の１９の２において準

用する場合を含む。）及び第２４条の４０第３項の規定による指定

障害児通所支援事業者、指定障害児入所施設の設置者及び指定

障害児相談支援事業者に対する措置命令に関すること（２以上

の社会福祉施設を設置する社会福祉法人（知事が所轄庁である

者に限る。）に係るものを除き、法第２１条の５の２８第４項（法

第２４条の１９の２において準用する場合を含む。）及び第２４条の

４０第４項の規定による公示を除く。）。

�の２３・� 省略

�の２ 法第２４条の１３第１項の規定による指定障害児入所施設の

指定の変更に関すること。

� 法第２４条の１３第３項の規定による指定障害児入所施設の指定

に係る事項の変更の届出の受理に関すること。

�の２～� 省略

３ 省略

（指定障害児通所支援事業者指定申請書等）

第１１条 施行規則第１８条の２７第１項、第２項、第４項（施行規則第

１８条の２９第４項において準用する場合を含む。）及び第５項（施

行規則第１８条の２９第４項において準用する場合を含む。）、第１８

条の２８第１項及び第２項、第１８条の２９第１項及び第２項、第１８条

の２９の２第１項及び第２項、第１８条の３０第１項及び第２項並びに

第２５条の２１第１項及び第２項に規定する申請書は、指定障害児通

所支援事業者（指定障害児入所施設）指定（更新）申請書（様式

第１５号）によるものとする。

（特例による指定を不要とする旨の申出書）

第１１条の２ 施行規則第１８条の３５の７に規定する申出書は、特例に

よる指定を不要とする旨の申出書（様式第１５号の２）によるもの

とする。

（指定障害児通所支援事業者指定変更申請書）

第１１条の３ 法第２１条の５の２０第１項の規定による指定の変更の申

請は、指定障害児通所支援事業者指定変更申請書（様式第１５号の

３）によるものとする。

（指定障害児入所施設指定変更申請書）

第１１条の４ 法第２４条の１３第１項の規定による指定の変更の申請

は、指定障害児入所施設指定変更申請書（様式第１５号の４）によ

るものとする。

（指定障害児通所支援事業者変更届出書等）

第１２条 法第２１条の５の２０第３項及び第２４条の１３第３項の規定によ

る変更の届出は、指定障害児通所支援事業者（指定障害児入所施

設）変更届出書（様式第１６号）によるものとする。

（指定障害児通所支援事業廃止届出書等）

第１２条の２ 法第２１条の５の２０第３項及び第４項の規定による事業

の廃止、休止又は再開の届出は、指定障害児通所支援事業廃止

（休止・再開）届出書（様式第１６号の２）によるものとする。

（指定障害児通所支援事業者等に関する公示）

第１４条 法第２１条の５の２５及び第２４条の１８の規定による公示は、こ

れらの規定に定めるもののほか、法第２１条の５の２５各号及び第２４

条の１８各号の措置に係る指定障害児通所支援事業者又は指定障害

児入所施設に関する次に掲げる事項について行うものとする。

�～� 省略

（業務管理体制変更届出書）

置する社会福祉法人（知事が所轄庁である者に限る。）に係る

ものを除く。）。

�の２２ 法第２１条の５の２７第３項（法第２４条の１９の２において準

用する場合を含む。）及び第２４条の４０第３項の規定による指定

障害児通所支援事業者、指定障害児入所施設の設置者及び指定

障害児相談支援事業者に対する措置命令に関すること（２以上

の社会福祉施設を設置する社会福祉法人（知事が所轄庁である

者に限る。）に係るものを除き、法第２１条の５の２７第４項（法

第２４条の１９の２において準用する場合を含む。）及び第２４条の

４０第４項の規定による公示を除く。）。

�の２３・� 省略

� 法第２４条の１３ の規定による指定障害児入所施設の指定

に係る事項の変更の届出の受理に関すること。

�の２～� 省略

３ 省略

（指定障害児通所支援事業者指定申請書等）

第１１条 施行規則第１８条の２７第１項及び第２項

、第１８

条の２８第１項及び第２項、第１８条の２９第１項及び第２項

、第１８条の３０第１項及び第２項並びに

第２５条の２１第１項及び第２項に規定する申請書は、指定障害児通

所支援事業者（指定障害児入所施設）指定（更新）申請書（様式

第１５号）によるものとする。

（指定障害児通所支援事業者変更届出書等）

第１２条 法第２１条の５の１９第１項及び第２４条の１３ の規定によ

る変更の届出は、指定障害児通所支援事業者（指定障害児入所施

設）変更届出書（様式第１６号）によるものとする。

（指定障害児通所支援事業廃止届出書等）

第１２条の２ 法第２１条の５の１９ の規定による事業

の廃止、休止又は再開の届出は、指定障害児通所支援事業廃止

（休止・再開）届出書（様式第１６号の２）によるものとする。

（指定障害児通所支援事業者等に関する公示）

第１４条 法第２１条の５の２４及び第２４条の１８の規定による公示は、こ

れらの規定に定めるもののほか、法第２１条の５の２４各号及び第２４

条の１８各号の措置に係る指定障害児通所支援事業者又は指定障害

児入所施設に関する次に掲げる事項について行うものとする。

�～� 省略

（業務管理体制変更届出書）
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第１６条の３ 法第２１条の５の２６第３項、第２４条の１９の２及び第２４条

の３８第３項の規定による届出は、業務管理体制変更届出書（様式

第１７号の３）によるものとする。

様式第１５号（第１１条、様式第１５号の３関係） 指定障害児通所支援

事業者（指定障害児入所施設）指定（更新）申請書

第１６条の３ 法第２１条の５の２５第３項、第２４条の１９の２及び第２４条

の３８第３項の規定による届出は、業務管理体制変更届出書（様式

第１７号の３）によるものとする。

様式第１５号（第１１条 関係） 指定障害児通所支援

事業者（指定障害児入所施設）指定（更新）申請書

省略 省略

注 省略

別紙１ 児童発達支援事業所（児童発達支援センターであるも

のに限る。）の指定に係る審査事項

注 省略

別紙１ 児童発達支援事業所（児童発達支援センターであるも

のに限る。）の指定に係る審査事項

省略 省略

従業者の職種及び員数 省略 従業者の職種及び員数 省略

省略 省略

省略 省略

省略 省略

看護職員 看護師 省略

省略 省略

省略 省略

省略 省略

注１～９ 省略

１０ 次に掲げる書類を添付すること。

�～� 省略

� 児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第２１条の５の１５

第３項各号に該当しないことを誓約する書面

� 省略

別紙２ 児童発達支援事業所（児童発達支援センターであるも

のを除く。）の指定に係る審査事項

（その１）

注１～９ 省略

１０ 次に掲げる書類を添付すること。

�～� 省略

� 児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第２１条の５の１５

第２項各号に該当しないことを誓約する書面

� 省略

別紙２ 児童発達支援事業所（児童発達支援センターであるも

のを除く。）の指定に係る審査事項

（その１）

省略 省略

従業者の職種

及び員数

児童指導員 省略 従業者の職種

及び員数

指導員 省略

省略 省略

省略 省略

障害福祉サービス経験者 嘱託医 看護職員 児童指導員 嘱託医 看護師

省略 省略

省略 省略

省略 省略

注１～９ 省略

１０ 次に掲げる書類を添付すること。

�～� 省略

� 児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第２１条の５の１５

第３項各号に該当しないことを誓約する書面

� 省略

（その２）一体的に管理運営を行う従たる事業所の審査事項

注１～９ 省略

１０ 次に掲げる書類を添付すること。

�～� 省略

� 児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第２１条の５の１５

第２項各号に該当しないことを誓約する書面

� 省略

（その２）一体的に管理運営を行う従たる事業所の審査事項

省略 省略

従業者の職種

及び員数

児童指導員 省略 従業者の職種

及び員数

指導員 省略

省略 省略

省略 省略

障害福祉サービス経験者 嘱託医 看護職員 児童指導員 嘱託医 看護師
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省略 省略

省略 省略

省略 省略

注 省略

別紙３ 医療型児童発達支援事業所の指定に係る審査事項

注 省略

別紙３ 医療型児童発達支援事業所の指定に係る審査事項

省略 省略

従業者の職種及び員数
医師 看護職員 省略

従業者の職種及び員数
医師 看護師 省略

省略 省略

省略 省略

省略 省略

省略 省略

省略 省略

注１～８ 省略

９ 多機能型事業を実施する場合は、別紙１、別紙２及び別

紙４から別紙５までのうち一体的に行う他の事業の審査事

項に係るもの並びに別紙６を併せて提出すること。

１０ 次に掲げる書類を添付すること。

�～� 省略

� 児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第２１条の５の１５

第３項各号（第７号を除く。）に該当しないことを誓約

する書面

� 省略

別紙４ 放課後等デイサービス事業所の指定に係る審査事項

（その１）

注１～８ 省略

９ 多機能型事業を実施する場合は、別紙１、別紙２、別紙

４及び別紙５ のうち一体的に行う他の事業の審査事

項に係るもの並びに別紙６を併せて提出すること。

１０ 次に掲げる書類を添付すること。

�～� 省略

� 児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第２１条の５の１５

第２項各号（第７号を除く。）に該当しないことを誓約

する書面

� 省略

別紙４ 放課後等デイサービス事業所の指定に係る審査事項

（その１）

省略 省略

従業者の職種

及び員数

児童指導員 省略 従業者の職種

及び員数

指導員 省略

省略 省略

省略 省略

障害福祉サービス経験者 嘱託医 看護職員 児童指導員 嘱託医 看護師

省略 省略

省略 省略

省略 省略

注１～７ 省略

８ 多機能型事業を実施する場合は、別紙１から別紙３ま

で、別紙４の２及び別紙５のうち一体的に行う他の事業の

審査事項に係るもの並びに別紙６を併せて提出すること。

９ 省略

１０ 次に掲げる書類を添付すること。

�～� 省略

� 児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第２１条の５の１５

第３項各号に該当しないことを誓約する書面

� 省略

（その２）一体的に管理運営を行う従たる事業所の審査事項

注１～７ 省略

８ 多機能型事業を実施する場合は、別紙１から別紙３ま

で 及び別紙５のうち一体的に行う他の事業の

審査事項に係るもの並びに別紙６を併せて提出すること。

９ 省略

１０ 次に掲げる書類を添付すること。

�～� 省略

� 児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第２１条の５の１５

第２項各号に該当しないことを誓約する書面

� 省略

（その２）一体的に管理運営を行う従たる事業所の審査事項

省略 省略

従業者の職種

及び員数

児童指導員 省略 従業者の職種

及び員数

指導員 省略

省略 省略

省略 省略

障害福祉サービス経験者 嘱託医 看護職員 児童指導員 嘱託医 看護師
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省略 省略

省略 省略

省略 省略

注 省略

別紙５ 保育所等訪問支援事業所の指定に係る審査事項

注 省略

別紙５ 保育所等訪問支援事業所の指定に係る審査事項

省略 省略

注１～７ 省略

８ 多機能型事業を実施する場合は、別紙１から別紙４の２

までのうち一体的に行う他の事業の審査事項に係るもの及

び別紙６を併せて提出すること。

９ 次に掲げる書類を添付すること。

�～� 省略

� 児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第２１条の５の１５

第３項各号に該当しないことを誓約する書面

� 省略

別紙６ 障害児通所支援事業所に係る多機能型による事業を実

施する場合の審査事項

省略

注１～７ 省略

８ 多機能型事業を実施する場合は、別紙１から別紙４

までのうち一体的に行う他の事業の審査事項に係るもの及

び別紙６を併せて提出すること。

９ 次に掲げる書類を添付すること。

�～� 省略

� 児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第２１条の５の１５

第２項各号に該当しないことを誓約する書面

� 省略

別紙６ 障害児通所支援事業所に係る多機能型による事業を実

施する場合の審査事項

省略

省略 省略

実施事業

児童発達

支援 医療型児

童発達支

援

放課後等

デイサー

ビス

居宅訪問

型児童発

達支援

保育所等

訪問支援

実施事業

児童発達支

援

医療型児童

発達支援

放課後等デ

イサービス

保育所等訪

問支援サービス

単位

サービス

単位

サービス単

位

サービス単

位

有 無 有 無 有 無 有 無

主 た る

事業所

主 た る

事 業 所

従 た る

事業所

従 た る

事 業 所

定 員

（人）

合

計

児童発達

支援

医療型児

童発達支

援

放課後等

デイサー

ビス

居宅訪問

型児童発

達支援

保育所等

訪問支援

定 員

（人）

合

計

児童発達支

援

医療型児童

発達支援

放課後等デ

イサービス

保育所等訪

問支援

合 計 合 計

主たる

事業所

主たる

事業所

従たる

事業所

従たる

事業所

省略 省略

児 童 発

達 支 援

管 理 責

任者

医 師 （

嘱 託 医

を 含 む

。）

児 童 指

導員
保 育 士

障 害 福

祉 サ ー

ビ ス 経

験者

看 護 職

員

児 童 発

達 支 援

管 理 責

任者

医 師 （

嘱 託 医

を 含 む

。）

児 童 指

導員
保 育 士 指 導 員 看 護 師

省略 省略

省略 省略

注 省略

別紙７ 障害児入所施設（福祉型障害児入所施設であるものに

限る。）の指定に係る審査事項

注 省略

別紙７ 障害児入所施設（福祉型障害児入所施設であるものに

限る。）の指定に係る審査事項

省略 省略
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従業者の職種

及び員数

嘱託医 看護職員 省略 従業者の職種

及び員数

嘱託医 看護師 省略

省略 省略

省略 省略

省略 省略

省略 省略

省略 省略

省略 省略

省略 省略

注１～７ 省略

８ 次に掲げる書類を添付すること。

�～� 省略

� 児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第２４条の９第３

項において準用する同法第２１条の５の１５第３項各号（第

７号を除く。）に該当しないことを誓約する書面

� 省略

別紙８ 障害児入所施設（医療型障害児入所施設であるものに

限る。）の指定に係る審査事項

注１～７ 省略

８ 次に掲げる書類を添付すること。

�～� 省略

� 児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第２４条の９第２

項において準用する同法第２１条の５の１５第２項各号（第

７号を除く。）に該当しないことを誓約する書面

� 省略

別紙８ 障害児入所施設（医療型障害児入所施設であるものに

限る。）の指定に係る審査事項

省略 省略

注１～７ 省略

８ 次に掲げる書類を添付すること。

�～� 省略

� 児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第２４条の９第３

項において準用する同法第２１条の５の１５第３項各号（第

７号を除く。）に該当しないことを誓約する書面

� 省略

様式第１６号の２（第１２条の２関係） 指定障害児通所支援事業廃止

（休止・再開）届出書

注１～７ 省略

８ 次に掲げる書類を添付すること。

�～� 省略

� 児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第２４条の９第２

項において準用する同法第２１条の５の１５第２項各号（第

７号を除く。）に該当しないことを誓約する書面

� 省略

様式第１６号の２（第１２条の２関係） 指定障害児通所支援事業廃止

（休止・再開）届出書

省略 省略

注１～６ 省略

７ 廃止し、又は休止しようとする場合にあつては、現に当

該指定通所支援を受けている者及びその保護者の氏名、連

絡先、受給者証番号及び引き続き当該指定通所支援に相当

する支援の提供を希望する旨の申出の有無並びに当該支援

の提供を希望する者に対し必要な障害児通所支援を継続的

に提供する他の指定障害児通所支援事業者の名称を記載し

た書類を添付すること。

様式第１７号（第１３条関係） 指定障害児入所施設指定辞退申出書

注１～６ 省略

様式第１７号（第１３条関係） 指定障害児入所施設指定辞退申出書

省略 省略

注１～３ 省略

４ 現に当該障害児入所支援を受けている者及びその保護者

の氏名、連絡先、受給者証番号及び引き続き当該障害児入

所支援に相当するサービスの提供を希望する旨の申出の有

無並びに当該サービスの提供を希望する者に対し必要な障

害児入所支援を継続的に提供する他の指定障害児入所施設

等の名称を記載した書類を添付すること。

様式第１７号の２（第１６条の２関係） 業務管理体制整備（区分変

更）届出書

注１～３ 省略

様式第１７号の２（第１６条の２関係） 業務管理体制整備（区分変

更）届出書

省略 省略

届出の内容 届出の内容
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第２条 児童福祉法施行細則の一部を次のように改正する。

様式第１５号別紙４の次に次のように加える。

□児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第２１条の５の２６第２

項、第２４条の１９の２、第２４条の３８第２項関係（整備）

□児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第２１条の５の２５第２

項、第２４条の１９の２、第２４条の３８第２項関係（整備）

□児童福祉法第２１条の５の２６第４項、第２４条の１９の２、第

２４条の３８第４項関係（区分の変更）

□児童福祉法第２１条の５の２５第４項、第２４条の１９の２、第

２４条の３８第４項関係（区分の変更）

省略 省略

児童福祉法上の該

当する条文（事業

者の区分）

□児童福祉法第２１条の５の２６（指定障害

児通所支援事業者等）

児童福祉法上の該

当する条文（事業

者の区分）

□児童福祉法第２１条の５の２５（指定障害

児通所支援事業者等）

省略 省略

省略 省略

注 省略 注 省略

愛 媛 県 報平成３０年４月１０日 第２９６５号

２７９



別紙４の２ 居宅訪問型児童発達支援事業所の指定に係る審査事項
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様式第１５号の次に次の３様式を加える。
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様式第１５号の２（第１１条の２関係） 特例による指定を不要とする旨の申出書
愛

媛
県

報
平
成
３０
年
４
月
１０
日

第
２９６５

号

２８２



様式第１５号の３（第１１条の３関係） 指定障害児通所支援事業者指定変更申請書
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様式第１５号の４（第１１条の４関係） 指定障害児入所施設指定変更申請書
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（障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律施行細則の一部改正）

第３条 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律施行細則（平成１８年愛媛県規則第３１号）の一部を次のように改正す

る。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（書類の様式）

第２条 次の表の左欄に掲げる書類の様式は、同表の右欄に掲げる

とおりとする。

（書類の様式）

第２条 次の表の左欄に掲げる書類の様式は、同表の右欄に掲げる

とおりとする。

項 左 欄 右欄 項 左 欄 右欄

１ 省略 １ 省略

２ 省令第３４条の７第１項及び第３項、第３４条

の８第１項及び第２項、第３４条の９第１項

及 び 第２項、第３４条 の１１第１項 及 び 第２

項、第３４条の１２第１項及び第２項、第３４条

の１４第１項及び第２項、第３４条の１５第１項

及 び 第２項、第３４条 の１６第１項 及 び 第２

項、第３４条の１７第１項及び第２項、第３４条

の１８第１項及び第２項、第３４条の１８の２第

１項及び第２項、第３４条の１８の３第１項及

び第２項、第３４条の１９第１項及び第２項、

第３４条の２４第１項及び第２項並びに第３４条

の５７第１項及び第２項の申請書

省略 ２ 省令第３４条の７第１項及び第３項、第３４条

の８第１項及び第２項、第３４条の９第１項

及 び 第２項、第３４条 の１１第１項 及 び 第２

項、第３４条の１２第１項及び第２項、第３４条

の１４第１項及び第２項、第３４条の１５第１項

及 び 第２項、第３４条 の１６第１項 及 び 第２

項、第３４条の１７第１項及び第２項、第３４条

の１８第１項及び第２項

、第３４条の１９第１項及び第２項、

第３４条の２４第１項及び第２項並びに第３４条

の５７第１項及び第２項の申請書

省略

３・４

省略

３・４

省略

４の２

省令第３４条の２６の８の申出書 特例によ

る指定を

不要とす

る旨の申

出書（様

式第４号

の２）

５～１０

省略

５～１０

省略

様式第２号（第２条、様式第３号関係） 指定障害福祉サービス事

業者（指定障害者支援施設・指定一般相談支援事業者）指定（更

新）申請書

様式第２号（第２条、様式第３号関係） 指定障害福祉サービス事

業者（指定障害者支援施設・指定一般相談支援事業者）指定（更

新）申請書

省略 省略

注 省略

別紙１～別紙５ 省略

別紙６

（その１） □ 介護サービス包括型共同生活援助事業者

□ 外部サービス利用型共同生活援助事業者の指

□ 日中サービス支援型共同生活援助事業者

定に係る審査事項

注 省略

別紙１～別紙５ 省略

別紙６

（その１） □ 介護サービス包括型共同生活援助事業者

□ 外部サービス利用型共同生活援助事業者の指

定に係る審査事項

省略 省略

注１～６ 省略

７ 「居宅介護従業者の外部委託の予定」の欄は、介護サー

ビス包括型共同生活援助事業者又は日中サービス支援型共

同生活援助事業者の指定の申請をする場合に記入するこ

と。

注１～６ 省略

７ 「居宅介護従業者の外部委託の予定」の欄は、介護サー

ビス包括型共同生活援助事業者

の指定の申請をする場合に記入するこ

と。
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８・９ 省略

１０ 別紙６（その２）又は別紙６（その３）を併せて提出す

ること。

１１ 省略

（その２） □ 介護サービス包括型共同生活援助
に係る審査

□ 外部サービス利用型共同生活援助

事項

省略

８・９ 省略

１０ 別紙６（その２） を併せて提出す

ること。

１１ 省略

（その２）

省略

省略 省略

注 省略

別紙７～別紙７の３ 省略

別紙８

（その１） 自立訓練（機能訓練）事業者の指定に係る審査事

項

注 省略

別紙７～別紙７の３ 省略

別紙８

（その１） 自立訓練（機能訓練）事業者の指定に係る審査事

項

省略 省略

主

な

掲

示

事

項

省略 主

な

掲

示

事

項

省略

主たる

対象者

省略 主たる

対象者

省略

□知的障害者 □精神障害者 □難病患者等 □難病患者等

省略 省略

省略 省略

注 省略

（その２） 一体的に管理運営を行う従たる事業所の審査事項

注 省略

（その２） 一体的に管理運営を行う従たる事業所の審査事項

省略 省略

主

な

掲

示

事

項

省略 主

な

掲

示

事

項

省略

主たる

対象者

省略 主たる

対象者

省略

□知的障害者 □精神障害者 □難病患者等 □難病患者等

省略 省略

省略 省略

注 省略

別紙９

（その１） 自立訓練（生活訓練）事業者の指定に係る審査事

項

注 省略

別紙９

（その１） 自立訓練（生活訓練）事業者の指定に係る審査事

項

省略 省略

主

な

掲

示

事

項

省略 主

な

掲

示

事

項

省略

主た

る対

象者

□特定

なし

□身体障害者

主た

る対

象者

□特定なし □知的障害者 □精神障害者
□細分

なし

□ 肢

体 不

自由

□視覚

障害

□聴覚・

言語

□内部

障害

□知的障害者 □精神障害者 □難病患者等

省略 省略

省略 省略

注１～４ 省略

５ 「従業者の職種及び員数」の欄において、「生活支援

員」には、訪問支援員（利用者の居宅を訪問することによ

注１～４ 省略

５ 「従業者の職種及び員数」の欄において、「生活支援

員」には、訪問支援員（利用者の居宅を訪問することによ
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り指定自立訓練（生活訓練）を提供する生活支援員をい

う。）を含めないこと。

６～１３ 省略

（その２） 一体的に管理運営を行う従たる事業所の審査事項

り指定自立訓練（機能訓練）を提供する生活支援員をい

う。）を含めないこと。

６～１３ 省略

（その２） 一体的に管理運営を行う従たる事業所の審査事項

省略 省略

主

な

掲

示

事

項

省略 主

な

掲

示

事

項

省略

主た

る対

象者

□特定

なし

□身体障害者

主た

る対

象者

□特定なし □知的障害者 □精神障害者
□細分

なし

□ 肢

体 不

自由

□視覚

障害

□聴覚・

言語

□内部

障害

□知的障害者 □精神障害者 □難病患者等

省略 省略

省略 省略

注１～４ 省略

５ 「従業者の職種及び員数」の欄において、「生活支援

員」には、訪問支援員（利用者の居宅を訪問することによ

り指定自立訓練（生活訓練）を提供する生活支援員をい

う。）を含めないこと。

６～１２ 省略

別紙１０・別紙１１ 省略

別紙１２ 指定障害福祉サービス事業者に係る多機能型による事

業を実施する場合の審査事項（総括表） ○多

注１～４ 省略

５ 「従業者の職種及び員数」の欄において、「生活支援

員」には、訪問支援員（利用者の居宅を訪問することによ

り指定自立訓練（機能訓練）を提供する生活支援員をい

う。）を含めないこと。

６～１２ 省略

別紙１０・別紙１１ 省略

別紙１２ 指定障害福祉サービス事業者に係る多機能型による事

業を実施する場合の審査事項（総括表） ○多

省略 省略

注 多機能型による他の事業所（児童福祉法（昭和２２年法律

第１６４号）の障害児通所支援事業所を含む。）については、

下欄に記載すること。

注 従たる事業所

については、

下欄に記載すること。

事

業

所

２

サービスの種類 事

業

所

２

フリガナ

名 称
フリガナ

名 称

省略 省略

事

業

所

３

サービスの種類 事

業

所

３

フリガナ

名 称
フリガナ

名 称

省略 省略

事

業

所

４

サービスの種類 事

業

所

４

フリガナ

名 称
フリガナ

名 称

省略 省略

事

業

所

５

サービスの種類 事

業

所

５

フリガナ

名 称
フリガナ

名 称

省略 省略

省略 省略

実施事業 省略 実施事業 省略

省略 省略

児 童 発

達支援

放 課 後

等 デ イ

サ ー ビ

ス

医 療 型

児 童 発

達支援

居 宅 訪

問 型 児

童 発 達

支援

保 育 所

等 訪 問

支援

児童発達支援
放課後等デイサ

ービス

医 療 型 児 童 発

達支援
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サ ー ビ

ス単位

サ ー ビ

ス単位
サービス単位 サービス単位

有 無 有 無 有 無 有 無

主たる

事業所

主たる

事業所

従たる

事業所

従たる

事業所

省略 省略

放課後等

デイサー

ビス

医療型児

童発達支

援

居宅訪問型

児童発達支

援

保育所等訪

問支援

省略 放課後等

デイサー

ビス

医療型児

童発達支

援

省略

計 計

主たる

事業所

主たる

事業所

従たる

事業所

従たる

事業所

省略 省略

注 省略

別紙１３

（その１） 障害者支援施設の指定に係る審査事項

注 省略

別紙１３

（その１） 障害者支援施設の指定に係る審査事項

省略 省略

注１～９ 省略

１０ 次に掲げる書類を添付すること。

�～� 省略

� 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するた

めの法律（平成１７年法律第１２３号）第３８条第３項におい

て準用する同法第３６条第３項各号 に

該当しないことを誓約する書面

（その２）・（その３） 省略

別紙１４ 省略

様式第１２号（第３条関係） 指定障害福祉サービス事業者（指定一

般相談支援事業者）廃止（休止・再開）届出書

注１～９ 省略

１０ 次に掲げる書類を添付すること。

�～� 省略

� 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するた

めの法律（平成１７年法律第１２３号）第３８条第３項におい

て準用する同法第３６条第３項各号（第７号を除く。）に

該当しないことを誓約する書面

（その２）・（その３） 省略

別紙１４ 省略

様式第１２号（第３条関係） 指定障害福祉サービス事業者（指定一

般相談支援事業者）廃止（休止・再開）届出書

省略 省略

注１～６ 省略

７ 廃止し、又は休止しようとする場合にあっては、現に当

該指定障害福祉サービス（指定一般相談支援）を受けてい

る者の氏名、連絡先、受給者証番号及び引き続き当該指定

障害福祉サービス（指定一般相談支援）に相当するサービ

スの提供を希望する旨の申出の有無並びに当該サービスの

提供を希望する者に対し必要な障害福祉サービス（一般相

談支援）を継続的に提供する他の指定障害福祉サービス事

業者（指定一般相談支援事業者）の名称を記載した書類を

添付すること。

様式第１３号（第３条関係） 指定障害者支援施設指定辞退届出書

注１～６ 省略

様式第１３号（第３条関係） 指定障害者支援施設指定辞退届出書

省略 省略

注１～３ 省略

４ 現に当該施設障害福祉サービスを受けている者の氏名、

連絡先、受給者証番号及び引き続き当該施設障害福祉サー

ビスに相当するサービスの提供を希望する旨の申出の有無

並びに当該サービスの提供を希望する者に対し必要な施設

注１～３ 省略
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第４条 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律施行細則の一部を次のように改正する。

様式第２号別紙６（その２）の次に次のように加える。

障害福祉サービスを継続的に提供する他の指定障害者支援

施設等の名称を記載した書類を添付すること。
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（その３）日中サービス支援型共同生活援助に係る様式
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様式第２号に次のように加える。
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別紙１５ 就労定着支援事業者の指定に係る審査事項

愛 媛 県 報平成３０年４月１０日 第２９６５号

２９２



別紙１６ 自立生活援助事業者の指定に係る審査事項
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様式第４号の次に次の１様式を加える。
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様式第４号の２（第２条関係） 特例による指定を不要とする旨の申出書
愛

媛
県

報
平
成
３０
年
４
月
１０
日

第
２９６５

号

２９５



告 示

�愛媛県告示第３７４号
愛媛県野生動植物の多様性の保全に関する条例（平成２０年愛媛県

条例第１５号）第２６条第１項の規定に基づき、愛媛県特定希少野生動

植物コガタノゲンゴロウ保護管理事業計画を定めたので、その概要

を次のとおり告示する。

愛媛県特定希少野生動植物コガタノゲンゴロウ保護管理事業計画

の写しは、愛媛県県民環境部環境局自然保護課並びに各地方局総務

企画部総務県民課及び支局総務県民室において供覧する。

平成３０年４月１０日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 保護管理事業計画の基本方針

コガタノゲンゴロウの生息状況をモニタリングにより把握し、

その生育環境の維持及び改善を図るとともに、外来生物の侵入や

違法捕獲等の防止対策の強化を図ることにより、野生下で安定的

に存続できる環境を保全することを基本方針とする。

２ 保護管理事業の目標

� 現在の生息地及び生息環境の確保

� 外来生物の侵入による生息環境劣化の防止

３ 保護管理事業の区域

繁殖している可能性が高い「生息する地域」及び単発的に個体

が確認された「生息の可能性のある地域」

４ 保護管理事業の推進内容

� モニタリング調査の継続と生息環境の維持

現在の生息地におけるコガタノゲンゴロウの生息水域の分布

状況や生息地の環境の変化等についての継続的なモニタリング

を行い、著しい変化が認められる場合は、その原因を究明した

上で対策を講じる。

� 外来生物の侵入防止

外来種の放流禁止を明記した看板の設置等による意識啓発及

び生息水域の監視等を行う。

� 新たな生息地の調査

新たに生息地が確認された場合、必要に応じ繁殖状況等の調

査を行う。

また、繁殖が確認されている愛南町水田地帯の景観構造につ

いて分析及び検討を行い、新たな生息地の探索に努める。

� 関係機関等と事業者等との情報共有

コガタノゲンゴロウの生息地やその近隣地域において開発等

を行う事業者に対して、保全に配慮した調整を行う。

� 条例の順守による保護対策

特定希少野生動植物の捕獲等の禁止についてパンフレットの

配布等による意識啓発に努めるとともに、生息地の監視を強化

する。

� 県民等に対する啓発活動

自然観察会等の啓発活動を実施する。

５ 保護管理事業の推進体制

関係者及び関係機関との連携協力体制を整備し、引き続き調査

や保護活動を実施するとともに、併せて保護管理団体の育成及び

支援を行いながら、コガタノゲンゴロウの保護管理活動を推進す

る。
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�愛媛県告示第３７５号
理容師法（昭和２２年法律第２３４号）第１１条の４第２項の規定によ

り、次のとおり講習会を指定した。

平成３０年４月１０日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 講習会の名称

管理理容師資格認定講習会

２ 主催者

東京都江東区有明３丁目７番２６号 有明フロンティアビルＢ棟

９階

公益財団法人 理容師美容師試験研修センター

３ 講習日

平成３０年８月２０日、平成３０年９月３日、平成３０年９月１０日の３

日間

４ 講習場所

松山市持田町三丁目８番１５号

愛媛県総合社会福祉会館

５ 受講料

１６，０００円
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�愛媛県告示第３７６号
美容師法（昭和３２年法律第１６３号）第１２条の３第２項の規定によ

り、次のとおり講習会を指定した。

平成３０年４月１０日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 講習会の名称

管理美容師資格認定講習会

２ 主催者

東京都江東区有明３丁目７番２６号 有明フロンティアビルＢ棟

９階

公益財団法人 理容師美容師試験研修センター

３ 講習日

平成３０年８月２０日、平成３０年９月３日、平成３０年９月１０日の３

日間

４ 講習場所

松山市持田町三丁目８番１５号

愛媛県総合社会福祉会館

５ 受講料

１６，０００円

附 則

１ この規則は、公布の日から施行する。

２ この規則施行の際現に第１条の規定による改正前の児童福祉法施行細則様式第１５号又は第３条の規定による改正前の障害者の日常生活

及び社会生活を総合的に支援するための法律施行細則様式第２号の規定により提出されている申請書は、第１条の規定による改正後の児

童福祉法施行細則様式第１５号又は第３条の規定による改正後の障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律施行細則様

式第２号の規定により提出された申請書とみなす。

愛 媛 県 報平成３０年４月１０日 第２９６５号

２９６



��������������

�愛媛県告示第３７７号
大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号。以下「法」という。）第６条第１項の規定による届出があったので、同条第３項において

準用する法第５条第３項の規定に基づき、次のとおり告示する。

当該届出は、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び東予地方局産業経済部産業振興課商工観光室並びに西条市役所において告示の

日から４月間縦覧に供する。

平成３０年４月１０日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 変更の届出の概要

大規模小売店舗の名称 大規模小売店舗の所
在地 変更した事項 変 更 前 変 更 後 変 更 の

年 月 日
届 出
年 月 日

フジ東予Ａ 西条市周布７１５番１
外

大規模小売店舗を設置する者
の住所

芙蓉総合リース株式
会社
東京都千代田区三崎
町三丁目３番２３号

芙蓉総合リース株式
会社
東京都千代田区神田
三崎町三丁目３番２３
号

平成３０年
１月１日

平成３０年
３月２８日

２ 意見書の提出

この告示に係る大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項について意見を有する者は、告

示の日から４月以内に、愛媛県に次のとおり意見書を提出することができる。

なお、提出された意見書は、その概要を告示するとともに、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び東予地方局産業経済部産業振

興課商工観光室並びに西条市役所において告示の日から１月間縦覧に供する。

� 意見書に記載すべき事項

ア 提出者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表者の氏名

イ 当該大規模小売店舗の名称

ウ 当該大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項についての意見

� 提出先

愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課

�愛媛県告示第３７８号
大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号。以下「法」という。）第６条第１項の規定による届出があったので、同条第３項において

準用する法第５条第３項の規定に基づき、次のとおり告示する。

当該届出は、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び東予地方局産業経済部産業振興課商工観光室並びに西条市役所において告示の

日から４月間縦覧に供する。

平成３０年４月１０日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 変更の届出の概要

大規模小売店舗の名称 大規模小売店舗の所
在地 変更した事項 変 更 前 変 更 後 変 更 の

年 月 日
届 出
年 月 日

フジ東予Ｂ 西条市周布７１３番１
外

大規模小売店舗を設置する者
の住所

芙蓉総合リース株式
会社
東京都千代田区三崎
町三丁目３番２３号

芙蓉総合リース株式
会社
東京都千代田区神田
三崎町三丁目３番２３
号

平成３０年
１月１日

平成３０年
３月２８日

２ 意見書の提出

この告示に係る大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項について意見を有する者は、告

示の日から４月以内に、愛媛県に次のとおり意見書を提出することができる。

なお、提出された意見書は、その概要を告示するとともに、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び東予地方局産業経済部産業振

興課商工観光室並びに西条市役所において告示の日から１月間縦覧に供する。

� 意見書に記載すべき事項

ア 提出者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表者の氏名

イ 当該大規模小売店舗の名称

ウ 当該大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項についての意見

� 提出先

愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課

愛 媛 県 報平成３０年４月１０日 第２９６５号

２９７
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�愛媛県告示第３７９号
大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号。以下「法」という。）第６条第１項の規定による届出があったので、同条第３項において

準用する法第５条第３項の規定に基づき、次のとおり告示する。

当該届出は、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び東予地方局産業経済部産業振興課商工観光室並びに西条市役所において告示の

日から４月間縦覧に供する。

平成３０年４月１０日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 変更の届出の概要

大規模小売店舗の名称 大規模小売店舗の所
在地 変更した事項 変 更 前 変 更 後 変 更 の

年 月 日
届 出
年 月 日

フレスポ西条店 西条市新田字市塚新
田１５５番地 外２１筆

大規模小売店舗において小売
業を行う者

株式会社宮脇書店
ほか７者

株式会社レデイ薬局
ほか７者

平成３０年
３月２２日
ほか

平成３０年
３月２０日

２ 意見書の提出

この告示に係る大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項について意見を有する者は、告

示の日から４月以内に、愛媛県に次のとおり意見書を提出することができる。

なお、提出された意見書は、その概要を告示するとともに、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び東予地方局産業経済部産業振

興課商工観光室並びに西条市役所において告示の日から１月間縦覧に供する。

� 意見書に記載すべき事項

ア 提出者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表者の氏名

イ 当該大規模小売店舗の名称

ウ 当該大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項についての意見

� 提出先

愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課

�愛媛県告示第３８０号
大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号。以下「法」という。）第６条第２項の規定による届出があったので、同条第３項において

準用する法第５条第３項の規定に基づき、次のとおり告示する。

当該届出及び法第６条第３項において準用する法第５条第２項の添付書類は、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び東予地方局産

業経済部産業振興課商工観光室並びに西条市役所において告示の日から４月間縦覧に供する。

平成３０年４月１０日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 変更の届出の概要

大規模小売店舗の名称 大規模小売店舗の所
在地 変更しようとする事項 変 更 前 変 更 後 変更する

年 月 日
届 出
年 月 日

フレスポ西条店 西条市新田字市塚新
田１５５番地 外２１筆

大規模小売店舗において小売
業を行う者の開店時刻及び閉
店時刻

株式会社宮脇書店
午前１０時から午後１１
時まで
株式会社西松屋チェ
ーン、株式会社チヨ
ダ、株式会社大創産
業、株式会社ワール
ド、株式会社三城
午前１０時から午後８
時まで
株式会社マックハウ
ス、株式会社マツモ
トキヨシ
午前１０時から午後９
時まで
大黒天物産株式会社
２４時間

株式会社宮脇書店
午前１０時から午後１１
時まで
株式会社西松屋チェ
ーン、株式会社チヨ
ダ、株式会社大創産
業、株式会社ワール
ド、株式会社三城、
株式会社アドバンス
ソリューション
午前１０時から午後８
時まで
株式会社マックハウ
ス、株式会社マツモ
トキヨシ
午前１０時から午後９
時まで
大黒天物産株式会社
２４時間

平成２０年
１月３１日

平成３０年
３月２０日

株式会社宮脇書店
午前１０時から午後１１
時まで
株式会社西松屋チェ
ーン、株式会社チヨ
ダ、株式会社大創産
業、株式会社ワール
ド、株式会社三城、
株式会社アドバンス
ソリューション
午前１０時から午後８
時まで
株式会社マックハウ
ス、株式会社マツモ
トキヨシ
午前１０時から午後９

株式会社宮脇書店
午前１０時から午後１１
時まで
株式会社西松屋チェ
ーン、株式会社チヨ
ダ、株式会社大創産
業、株式会社ワール
ド
午前１０時から午後８
時まで
株式会社マックハウ
ス、株式会社イエロ
ーハット
午前１０時から午後９
時まで

平成２４年
３月９日

愛 媛 県 報平成３０年４月１０日 第２９６５号

２９８
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�愛媛県告示第３８１号
森林法（昭和２６年法律第２４９号）第２６条の２第２項の規定により、

次のように保安林の指定を解除する。

平成３０年４月１０日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 解除に係る保安林の所在場所

今治市玉川町龍岡下字原田丁２３０の２２

２ 保安林として指定された目的

土砂流出防備

３ 解除の理由

道路用地とするため

時まで
大黒天物産株式会社
２４時間

大黒天物産株式会社
２４時間

株式会社宮脇書店
午前１０時から午後１１
時まで
株式会社西松屋チェ
ーン、株式会社チヨ
ダ、株式会社大創産
業、株式会社ワール
ド
午前１０時から午後８
時まで
株式会社マックハウ
ス、株式会社イエロ
ーハット
午前１０時から午後９
時まで
大黒天物産株式会社
２４時間

株式会社レデイ薬局
午前９時から午後１０
時まで
株式会社西松屋チェ
ーン、株式会社チヨ
ダ、株式会社大創産
業、株式会社アルカ
スインターナショナ
ル
午前１０時から午後８
時まで
株式会社マックハウ
ス、株式会社イエロ
ーハット
午前１０時から午後９
時まで
大黒天物産株式会社
２４時間

平成３０年
３月２２日

荷さばき施設において荷さば
きを行うことのできる時間帯

荷さばき施設１、５
午前９時から午後６
時まで
荷さばき施設２
午前１０時から午後７
時まで
荷さばき施設３
午前６時から午後１０
時まで
荷さばき施設４
午前８時から午後０
時まで

荷さばき施設１
午前７時から午後６
時まで
荷さばき施設２
午前１０時から午後７
時まで
荷さばき施設３
午前６時から午後１０
時まで
荷さばき施設４
午前８時から午後０
時まで
荷さばき施設５
午前９時から午後６
時まで

平成３０年
３月２２日

２ 意見書の提出

この告示に係る大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項について意見を有する者は、告

示の日から４月以内に、愛媛県に次のとおり意見書を提出することができる。

なお、提出された意見書は、その概要を告示するとともに、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び東予地方局産業経済部産業振

興課商工観光室並びに西条市役所において告示の日から１月間縦覧に供する。

� 意見書に記載すべき事項

ア 提出者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表者の氏名

イ 当該大規模小売店舗の名称

ウ 当該大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項についての意見

� 提出先

愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課

�愛媛県告示第３８２号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、南予地方局大洲土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成３０年４月１０日

愛媛県知事 中 村 時 広

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 大洲野村線
大洲市菅田町菅田乙２５番２から

同市菅田町菅田丙７９６番８まで

旧 １０．７～１４．０ ０．１４０

新 １２．６～３０．６ ０．１４０
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訓 令

�愛媛県告示第３８３号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、南予地方局大洲土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成３０年４月１０日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県訓令第１５号
庁 中 一 般

保 健 所

愛媛県保健所処務規程の一部を改正する訓令を次のように定める。

平成３０年４月１０日

愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県保健所処務規程の一部を改正する訓令

愛媛県保健所処務規程（昭和２６年愛媛県訓令第５号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 大洲野村線
大洲市菅田町菅田乙２５番２から

同市菅田町菅田丙７９６番８まで
平成３０年４月１０日

改 正 後 改 正 前

別表（第４条、第８条関係）

所長の権限に属する事務に係る特定決裁事項

別表（第４条、第８条関係）

所長の権限に属する事務に係る特定決裁事項

組

織

名

事務の

種 類
事 項

決裁区分 組

織

名

事務の

種 類
事 項

決裁区分

所

長

課

長

主

幹

所

長

課

長

主

幹

生

活

衛

生

課

１～４ 省略 生

活

衛

生

課

１～４ 省略

５ 旅館業法

（昭和２３年

法律第１３８

号）の施行

に関する事

務

１ 旅館業の営業に関するこ

と。

５ 旅館業法

（昭和２３年

法律第１３８

号）の施行

に関する事

務

１ 旅館業の営業に関するこ

と。

� 許可（第３条第１項、

第５項 、旅館業

法施行細則（昭和３２年愛

媛県規則第５０号。以下こ

の部において「細則」と

いう。）第３条第１項）

○ � 許可（第３条第１項、

第５項、第６項、旅館業

法施行細則（昭和３２年愛

媛県規則第５０号。以下こ

の部において「細則」と

いう。）第１条 ）

○

� 学校等の意見聴取（第

３条第４項、第３条の２

第２項、第３条の３第３

項）

○ � 学校等の意見聴取（第

３条第４項、第３条の２

第２項、第３条の３第３

項）

○

� 営業者の地位の承継の

承認（第３条第５項

、第

３条の２、第３条の３第

１項、第３項、細則第５

条）

○ � 営業者の地位の承継の

承認（第３条第１項、第

４項から第６項まで、第

３条の２、第３条の３第

１項、第３項、細則第５

条）

○

� 省略 � 省略

� 報告の徴収及び立入検

査（第７条第１項、第２

○ � 報告の徴収及び立入検

査（第７条第１項、第２

○
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附 則

この訓令は、平成３０年６月１５日から施行する。

�愛媛県訓令第１６号
庁 中 一 般

各 地 方 機 関

愛媛県庁事務決裁規程及び愛媛県地方局事務決裁規程の一部を改正する訓令を次のように定める。

平成３０年４月１０日

愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県庁事務決裁規程及び愛媛県地方局事務決裁規程の一部を改正する訓令

（愛媛県庁事務決裁規程の一部改正）

第１条 愛媛県庁事務決裁規程（昭和５１年愛媛県訓令第４号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

項） 項）

� 措置命令（旅館業の停

止命令を除く。）（第７

条の２）

○ � 措置命令（旅館業の停

止命令を除く。）（第７

条の２）

○

� 旅館業の停止命令（第

７条の２第３項）

○

� 省略 � 省略

� 省略 � 省略

� 省略 � 省略

� 省略 � 省略

� 省略 � 省略

� 省略 � 省略

	 省略 � 省略


 省略 	 省略

６～１８ 省略 ６～１８ 省略

備考 省略 備考 省略

改 正 後 改 正 前

別表第５（第４条関係）

知事の権限に属する保健福祉部関係事務に係る特定決裁事項

別表第５（第４条関係）

知事の権限に属する保健福祉部関係事務に係る特定決裁事項

組

織

名

事務の

種 類
事 項

決裁区分
組

織

名

事務の

種 類
事 項

決裁区分

知

事

専決者
知

事

専決者

部

長

局

長

課

長

主

幹

部

長

局

長

課

長

主

幹

障

が

い

福

祉

課

１ 省略 障

が

い

福

祉

課

１ 省略

２ 障害

者の日

常生活

及び社

会生活

を総合

的に支

援する

ための

法律の

１ 省略 ２ 障害

者の日

常生活

及び社

会生活

を総合

的に支

援する

ための

法律の

１ 省略

２ 指定事務受託法人に関する

こと。

� 指定（第１１条の２第１

項、障害者の日常生活及び

社会生活を総合的に支援す

るための法律施行令（以下

この部において「政令」と

いう。）第３条の７第１項

第１号）

○
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施行に

関する

事務

� 届出の処理（政令第３条

の４、第３条の７第１項第

２号）

○ 施行に

関する

事務

� 報告の徴収（政令第３条

の５）

○

� 指定の取消し等（政令第

３条の６第１項、第３条の

７第１項第３号）

○

３ 省略 ２ 省略

４ 省略 ３ 省略

５ 省略 ４ 省略

６ 省略 ５ 省略

７ 情報公表対象サービス等の

利用に資する情報に関するこ

と。

� 報告の処理（第７６条の３

第１項、第２項、第８項）

○

� 調査（第７６条の３第３

項）

○

� 命令（第７６条の３第４

項、第５項）

○

� 指定の取消し等（第５１条

第４号、第５１条の３０第１項

第３号、第７６条の３第６

項）

○

� 指定の取消し等が適当で

ある旨の通知（第７６条の３

第７項）

○

８ 市町村障害福祉計画 に関

すること。

６ 市町障害保健福祉計画に関

すること。

� 意見の通知（第８８条第１１

項）

○ � 意見の通知（第８８条第８

項）

○

� 受理（第８８条第１２項） ○

� 省略 � 省略

９ 都道府県障害福祉計画に関

すること。

７ 都道府県障害福祉計画に関

すること。

� 策定及び変更等（第８９条

第１項、第９項、第８９条の

２）

○ � 策定及び変更 （第８９条

第１項、第７項、第８９条の

２）

○

� 愛媛県障がい者自立支援

協議会の意見の聴取（第８９

条第７項）

○ � 自立支援協議会

の意見の聴取（第８９

条第５項）

○

� 愛媛県障がい者施策推進

協議会の意見の聴取（第８９

条第８項）

○ � 愛媛県障害者施策推進協

議会 の意見の聴取（第８９

条第６項）

○

１０ 省略 ８ 省略

１１ 省略 ９ 省略

３ 省略 ３ 省略
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４ 児童

福祉法

の施行

に関す

る事務

１ 指定障害児事業者等及び指

定障害児入所施設等に関する

こと。

４ 児童

福祉法

の施行

に関す

る事務

１ 指定障害児事業者等及び指

定障害児入所施設等に関する

こと。

� 便宜の提供に係る連絡調

整及び助言その他の援助

（第２１条の５の２１第１項、

第２４条の１４の２）

○ � 便宜の提供に係る連絡調

整及び助言その他の援助

（第２１条の５の２０第１項、

第２４条の１４の２）

○

� 措置命令に係る公示（第

２１条の５の２３第４項、第２４

条の１６第４項）

○ � 措置命令に係る公示（第

２１条の５の２２第４項、第２４

条の１６第４項）

○

２ 指定障害児事業者等、指定

障害児入所施設等及び指定障

害児相談支援事業者に係る業

務管理体制の整備に関するこ

と。

２ 指定障害児事業者等、指定

障害児入所施設等及び指定障

害児相談支援事業者に係る業

務管理体制の整備に関するこ

と。

� 報告の徴収及び立入検査

の厚生労働大臣への要求

（第２１条の５の２７第３項、

第２４条の１９の２）

○ � 報告の徴収及び立入検査

の厚生労働大臣への要求

（第２１条の５の２６第３項、

第２４条の１９の２）

○

� 措置命令に係る公示（第

２１条の５の２８第４項、第２４

条の１９の２、第２４条の４０第

４項）

○ � 措置命令に係る公示（第

２１条の５の２７第４項、第２４

条の１９の２、第２４条の４０第

４項）

○

３ 情報公表対象支援の利用に

資する情報に関すること。

� 指定の取消し等（第２１条

の５の２５第３号、第２４条の

１８第３号、第３３条の１８第６

項）

○

� 報告の処理（第３３条の１８

第１項、第２項、第８項）

○

� 調査（第３３条の１８第３

項）

○

� 命令（第３３条の１８第４

項、第５項）

○

� 指定の取消し等が適当で

ある旨の通知（第３３条の１８

第７項）

○

４ 市町村障害児福祉計画に関

すること。

� 意見の通知（第３３条の２０

第１１項）

○

� 受理（第３３条の２０第１２

項）

○

� 作成上の助言（第３３条の

２４第１項）

○

５ 都道府県障害児福祉計画に

関すること。
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（愛媛県地方局事務決裁規程の一部改正）

第２条 愛媛県地方局事務決裁規程（昭和５５年愛媛県訓令第１０号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

� 策定及び変更等（第３３条

の２２第１項、第８項、第３３

条の２３）

○

� 愛媛県障がい者自立支援

協議会の意見の聴取（第３３

条の２２第６項）

○

� 愛媛県障がい者施策推進

協議会の意見の聴取（第３３

条の２２第７項）

○

６ 児童福祉施設に関するこ

と。

３ 児童福祉施設に関するこ

と。

�・� 省略 �・� 省略

� 負担金の返還（児童福祉

法施行令（以下この部にお

いて「政令」という。）第

４３条）

○ � 負担金の返還（児童福祉

法施行令（以下この部にお

いて「政令」という。）第

４３条）

○

� 省略 � 省略

７ 省略 ４ 省略

８ 省略 ５ 省略

９ 指定事務受託法人に関する

こと。

� 指定（第５７条の３の４第

１項、政令第４４条の１３第１

項第１号）

○

� 届出の処理（政令第４４条

の１０、第４４条の１３第１項第

２号）

○

� 報告の徴収（政令第４４条

の１１）

○

� 指定の取消し等（政令第

４４条の１２第１項、第４４条の

１３第１項第３号）

○

１０ 省略 ６ 省略

５～１１

省略

５～１１

省略

改 正 後 改 正 前

別表第３（第４条関係）

局長の権限に属する健康福祉環境部関係事務に係る特定決裁事項

別表第３（第４条関係）

局長の権限に属する健康福祉環境部関係事務に係る特定決裁事項

組

織

名

事務の

種 類
事 項

決裁区分
組

織

名

事務の

種 類
事 項

決裁区分

局

長

専決者
局

長

専決者

部

長

課

長

主

幹

部

長

課

長

主

幹

地 １～８ 地 １～８
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域

福

祉

課

省略 域

福

祉

課

省略

９ 児童

福祉法

の施行

に関す

る事務

１ 省略 ９ 児童

福祉法

の施行

に関す

る事務

１ 省略

２ 指定障害児通所支援事業者に

関すること。

２ 指定障害児通所支援事業者に

関すること。

� 省略 � 省略

� 聴聞決定予定日の通知（第

２１条の５の１５第３項第１０号、

第２１条の５の２０第２項）

○ � 聴聞決定予定日の通知（第

２１条の５の１５第２項第１０号

第２１条の５の２０第２項）

○

� 省略 � 省略

� 指定の変更（第２１条の５の

２０第１項）

○

� 指定に係る事項の変更又は

事業の再開、廃止若しくは休

止の届出の受理（第２１条の５

の２０第３項、第４項）

○ � 指定に係る事項の変更又は

事業の再開、廃止若しくは休

止の届出の受理（第２１条の５

の１９ ）

○

� 便宜の提供に係る連絡調整

及び助言その他の援助（第２１

条の５の２１第１項）

○ � 便宜の提供に係る連絡調整

及び助言その他の援助（第２１

条の５の２０第１項）

○

� 報告の徴収及び立入検査

（第２１条の５の２２第１項、第

２項）

○ � 報告の徴収及び立入検査

（第２１条の５の２１第１項、第

２項）

○

� 当該職員の証明書の交付

（第１９条の１６第２項、第２１条

の５の２２第３項）

○ � 当該職員の証明書の交付

（第１９条の１６第２項、第２１条

の５の２１第３項）

○

	 勧告（第２１条の５の２３第１

項）

○ � 勧告（第２１条の５の２２第１

項）

○


 勧告に従わない旨の公表

（第２１条の５の２３第２項）

○ 	 勧告に従わない旨の公表

（第２１条の５の２２第２項）

○

� 措置命令（第２１条の５の２３

第３項）

○ 
 措置命令（第２１条の５の２２

第３項）

○

� 指定の取消し等（第２１条の

５の２４第１項）

○ � 指定の取消し等（第２１条の

５の２３第１項）

○


 指定、事業の廃止の届出及

び指定の取消しに係る公示

（第２１条の５の２５）

○ � 指定、事業の廃止の届出及

び指定の取消しに係る公示

（第２１条の５の２４）

○

３ 指定障害児入所施設等に関す

ること。

３ 指定障害児入所施設等に関す

ること。

� 省略 � 省略

� 聴聞決定予定日の通知（第

２１条の５の１５第３項第１０号、

第２４条の９第３項、第２４条の

１３第２項）

○ � 聴聞決定予定日の通知（第

２１条の５の１５第２項第１０号、

第２４条の９第２項

１３第２項）

○

� 省略 � 省略

� 指定の変更（第２４条の１３第

１項）

○

� 指定に係る事項の変更の届

出の受理（第２４条の１３第３

項）

○ � 指定に係る事項の変更の届

出の受理（第２４条の１３第３

項）

○
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附 則

この訓令は、公布の日から施行する。

� 省略 � 省略

� 便宜の提供に係る連絡調整

及び助言その他の援助（第２１

条の５の２１第１項、第２４条の

１４の２）

○ � 便宜の提供に係る連絡調整

及び助言その他の援助（第２１

条の５の２０第１項、第２４条の

１４の２）

○

� 省略 � 省略

� 省略 � 省略

� 省略 � 省略

� 省略 � 省略

� 省略 � 省略

	 省略 � 省略


 省略 	 省略

４ 業務管理体制の整備に関する

こと。

４ 業務管理体制の整備に関する

こと。

� 届出の受理（第２１条の５の

２６第２項第１号、第３項、第

４項、第２４条の１９の２、第２４

条の３８第２項第１号、第３

項、第４項）

○ � 届出の受理（第２１条の５の

２５第２項第１号、第３項、第

４項、第２４条の１９の２、第２４

条の３８第２項第１号、第３

項、第４項）

○

� 報告の徴収及び立入検査

（第２１条の５の２７第１項、第

２４条の１９の２、第２４条の３９第

１項）

○ � 報告の徴収及び立入検査

（第２１条の５の２６第１項、第

２４条の１９の２、第２４条の３９第

１項）

○


 当該職員の証明書の交付

（第１９条の１６第２項、第２１条

の５の２７第５項、第２４条の１９

の２、第２４条の３９第５項）

○ 
 当該職員の証明書の交付

（第１９条の１６第２項、第２１条

の５の２６第５項、第２４条の１９

の２、第２４条の３９第５項）

○

� 省略 � 省略

� 勧告（第２１条の５の２８第１

項、第２４条の１９の２、第２４条

の４０第１項）

○ � 勧告（第２１条の５の２７第１

項、第２４条の１９の２、第２４条

の４０第１項）

○

� 勧告に従わない旨の公表

（第２１条の５の２８第２項、第

２４条の１９の２、第２４条の４０第

２項）

○ � 勧告に従わない旨の公表

（第２１条の５の２７第２項、第

２４条の１９の２、第２４条の４０第

２項）

○

� 措置命令（第２１条の５の２８

第３項、第２４条の１９の２、第

２４条の４０第３項）

○ � 措置命令（第２１条の５の２７

第３項、第２４条の１９の２、第

２４条の４０第３項）

○

５～１２ 省略 ５～１２ 省略

１０～３１

省略

１０～３１

省略

備考 省略 備考 省略

平成３０年４月１０日 発行
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